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対する個人の支払意志額（willingness to pay：WTP）あるいは受入補償額（willingness to 
accept：WTA）が求められ、モノレールが環境変化に与える便益を利用者便益の一種類と
して計測できる（Alpizar, Carlsson and Martinsson，2003）。 
 本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、彩都の概要を説明し、第 3 節では、分析
モデルを解説する。第 4 節では、彩都と豊川地域でのアンケート調査のデザインと実施状
況を説明する。第 5 節では、分析シナリオを設定し、費用便益分析の推計結果を分析する。
第 6 節では、第 5 節の推計結果を受けて、いくつかの重要な仮定を変化させ、感度分析を




















 一方、住宅等の開発状況は、2003 年 5 月から西部の宅地が分譲開始されており、2005
年 3 月末時点で、戸建てとマンションの住民は 600 世帯、約 1800 人が入居している。また、
二つの研究機関（「医薬基盤研究所」と「彩都バイオインキュベータ」）がすでに整備され







Utility Theory）に基づいて定式化が可能であるという点にある（Louviere, Hensher and 
Swait，2000；Shen，2006）。選択型実験分析は、いくつかの選択肢の中から一つの選択肢
を選ぶという形式であるため、以下の通り定式化することが可能である。 
 回答者 q が J 個の選択肢の中から i を選択した場合の効用 U は、観察可能な部分 V と観
察できない部分ε からなる。これは（1）式のように示される。 
    iqiqiq VU ε+=                                                              (1) 
 したがって、効用最大化により、回答者 q が i を選択した場合には、ほかの選択肢 j を選
ぶよりも効用が高くなることから、（2）式のように定式化できる。 
    ))(;())(;( JijVVPJijUUPP jqiqiqjqjqiqiq ∈≠∀−+<=∈≠∀>= 　　 εε                 (2) 
 ここで、もしε が第一種極値分布（Type I Extreme Value Distribution）に従うと仮定す
れば、選択肢 i を選ぶ確率は、（3）式のように表示できる。 







)exp(/)exp(                                                 (3) 
 これは多項ロジット（Multinomial Logit）モデルと呼ばれるTPF3FPT。ここで、観察可能な効用
関数Vが線形関数であるモデルを考えると、（3）式は（4）の通りとなる。 

























λ                    （5） 

















の影響が、それである。しかし、各手段の属性のレベルをたかだか 2 レベルとしても TPF5FPT、全
てのチョイスセット（choice set）の組み合わせは 4096（=2P12P）もある。これは明らかに多
すぎるので、Fractional factorial designで 32 個のチョイスセットに絞った。さらに、
回答者の負担を減らすために、この 32 個のチョイスセットを 4バージョンに分けて、一人
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PT 今回の実験デザインの詳細についてはShen, Sakata and Hashimoto（2006）を参照。 
 6
表 1 チョイスセットの例 
 モノレール 車 バス 
乗車時間(渋滞の時間を含む) (分) 15 20 25 
交通手段までのアクセスタイム (分) 15 ほぼなし 6 
運行間隔 (分) 10 0(随時) 30 
運賃 (円) 420 800 280 
環境への悪影響(COB2B排出など) 少ない モノレール 
の 3 倍 
モノレール 
の 1.5 倍 
□の中に一番望ましい交通手段を一
つ選んで✔してください 
□ □ □ 
 
 




性別    男 
      女 










年齢    20 歳以下 
      20-29 歳 
      30-39 歳 
      40-49 歳 
      50-64 歳 
      65 歳以上 






















最終学歴  高校 
      専門学校 
      短大・大学 
      大学院 
      ほか 













世帯年収  300 万円未満 
      300-600 万円 
      600-1000 万円 
      1000 万円以上 


















































に基づいて 2006 年末の人口が想定されている。このようにして、推測された 2006 年末の



















表 3 モノレール延伸区間の開通前と後の運行パターンの基本シナリオ 
  彩都住民 
前   後 
小野原住民 
前  後 
研究機関 
前   後 
大阪外大 
前   後 
乗車時間(渋
滞時間を含




      18 
25     
20   17 
      15 
22    19 
18    14 
      18 
25     
20   17 
      18 
35    30 






      8 
5 
0   0 
      8 
5     5 
0     0 
      5 
5 
0   0 
      5 
5     5 




      10 
25 
0   0 
      10 
25    25 
0     0 
      10 
25 
0   0 
      10 
30    30 






      360 
280 
500  450 
      320 
250   250 
450   400 
      360 
280 
500  450 
      360 
250   250 







      0.45 
0.975  
1.88  1.598
      0.375
0.858 0.741
1.692 1.316
      0.45 
0.975  
1.88  1.598 








表 4 人口増加の基本シナリオ 
 彩都居住人口 小野原周辺住民 彩都施設人口 大阪外大学生 
2006 年末人数 3333 20000 333 5000 
2007 年以後の増加率     
2007 年－2012 年 20％ 0％ 20％ 0％ 
2013 年－2016 年 10％ 0％ 20％ 0％ 
2017 年－2026 年 5％ 0％ 10％ 0％ 
2027 年－2036 年 2％ 0％ 5％ 0％ 









【便益項目】               【費用項目】 
① 渋滞時間を含む乗車時間の変化による便益 ① インフラ整備費 










表 5 評価基準 
社会的割引率 評価期間 評価年 評価基準 











下で資本還元し、現在価値を求めば、それぞれ、361 億円と 193 億円であった。これらの値
から算出された費用便益比率（B/C）は 1.87 であった(表 7 参照)。つまり、モノレール彩
都線の「阪大病院前駅」から「彩都西センター駅」までの延伸事業は、今回の基本シナリ
オに基づく限り、総費用を超えて余りがある便益を生み出していると評価できる。 









表 6 多項ロジットモデルによる推定結果 
 彩都住民  小野原住民 研究機関 大阪外大  
乗車時間 -0.0675(-22.06) -0.0674(-13.62) -0.0801(-11.29) -0.0829(-11.56)
アクセスタイム -0.0016(-3.54) -0.0176(-2.23) -0.1060(-2.99) -0.0016(-2.14)
間隔時間 -0.0028(-4.14) -0.0132(-2.24) -0.0494(-3.16) -0.0166(-2.46)
運賃（コスト） -0.0034(-13.56) -0.0032(-7.93) -0.0027(-7.20) -0.0036(-8.48)
環境への負の影響 -0.5490(-2.25) -0.7916(-2.77) -1.7392(-3.13) -0.6415(-0.30)
     
対数尤度 -2354.658 -858.168 -547.5648 -530.9535 
2ρ  0.1774 0.1826 0.2042 0.1798 




表 7 大阪モノレール彩都線の延伸部分の便益と費用（単位：百万円） 
便益の現在価値 費用の現在価値 費用便益比率 
361 億円 193 億円 1.87 






















表 8 社会的割引率と評価期間による感度分析結果 
社会的割引率 1.0％ 2.0％ 3.0％ 4.0% 5.0％ 6.0％ 7.0％ 
費用便益比(30 年) 2.57 2.12 1.76 1.47 1.25 0.99 0.91 
費用便益比(40 年) 3.77 2.94 2.33 1.87 1.52 1.17 1.04 




表 9 モノレールの運行パターンによる感度分析結果 
乗車時間 14 分 16 分 18 分 20 分 22 分 
費用便益比 2.33 2.04 1.87 1.69 1.53 
間隔時間 6 分 8 分 10 分 12 分 14 分 
費用便益比 1.95 1.91 1.87 1.83 1.79 
運賃 300 円 330 円 360 円 390 円 420 円 




表 10 人口増加による感度分析結果 
年度 Uや や 悲 観 的 シ ナ リ オ U U悲 観 的 シ ナ リ オ U 
 彩都居住人口 彩都施設人口 彩都居住人口 彩都施設人口 
2007 年－2012 年 15% 15% 15% 15% 
2013 年－2016 年 10% 15% 8% 15% 
2017 年－2026 年 5% 10% 2% 8% 
2027 年－2036 年 0% 5% 0% 0% 
2037 年以降 0% 0% 0% 0% 
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Cost Benefit Analysis on Public Transport Investment by Choice Experiment 
Method: An Example of Osaka Monorail Saito Line’s Extension 
 





 The necessity of applying Cost Benefit Analysis (CBA) in evaluating the validity of a 
public transport investment is well recognized by policy makers in recent days. 
Originating in a sense of this fact, we implement CBA in a new project called Osaka 
Monorail Saito Line’s extension by applying a Choice Experiment (CE) method. It is 
estimated that the benefit cost (B/C) ratio is 1.87 under a basic scenario. In addition, 
with a consideration on different kinds of uncertainty in the future, a number of 
sensitivity analyses are implemented. The results of sensitivity analysis indicate that 
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